
地方自治法施行令の一部を改正する政令の概要

１ 政令改正理由

地方公共団体の予算のより適正な執行を確保するため、地方公共団体の長

の調査等の対象となる法人等の範囲を拡大するとともに、最近における地方

公共団体の財務に関する事務の処理上の要請に鑑み、私人に徴収又は収納の

事務を委託することができる公金の範囲等を改めるもの。

２ 政令改正の概要

(1) 普通地方公共団体の長の調査等の対象となる法人等の範囲の拡大

長の調査権の対象となる法人等及び長が議会に経営状況の報告を要する

対象となる法人等の範囲を拡大し、当該地方公共団体が資本金等の４分の

１以上を出資している法人等のうち、条例で定めるものを対象とする。

(2) 私人へ徴収・収納事務を委託することができる歳入の拡大

私人への公金の徴収・収納事務の委託が可能な歳入として「寄附金」を

追加する。

(3) 随意契約事由の対象拡大

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項第

３号の規定により随意契約によることができるものに準ずる者として総務

省令で定めるところにより地方公共団体の長の認定を受けた者から物品を

買い入れる契約又は役務の提供を受ける契約をするときは、随意契約によ

ることができることとする。

(4) 入札による場合の開札時における手続きの簡素化

電子入札において、地方公共団体の長が入札事務の公正かつ適正な執行

の確保に支障がないと認めるときには、入札者及び当該入札事務に関係の

ない職員を立ち会わせないことができることとする。

(5) 普通財産である土地の信託目的の拡大について

公有地信託の信託目的の範囲を拡大し、既に信託された土地の信託の期

間の終了後に当該土地の管理又は処分を行うこと、及び信託された土地の

処分を行うことを信託目的とすることができることとする。

３ 施行日

公布の日から施行


